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　　　　一その財政危機と関連して一
山　口 孝☆
Takashi　Yamaguchi
1　破局に陥りつつある国有林野事業特別会計の現況
　国有林野事業の経営成績と財政状態は年々深刻なものとなっている。これは，国有林野事業をとり
まく経済環境の悪化と独立採算制と企業会計方式にもとつく国有林野事業特別会計制度のもとで生じ
ている。ここでは，まず，直近の1994年度（平成6年度）の決算概要にもとついて，国有林野事業会
計の破局的状況についてみてみよう。
1　財政状況
①年度損失は，1975（昭和50）年度に153億円の損失を出して以来継続しており，それは，1993年度
の1，066億円から，94年度は1，242億円と過去最高の額に達している。
②この結果，累積損失は前年度の1兆2，516億円から1兆3，758億円へ1，242億円増加している。
③累積債務は前年度の2兆9，922億円から3兆2，066億円と2，144億円もの増加となっている。
④流動資産が現金預金を中心として402億円減少しているが，立木竹は1，722億円増加している。全体
として資産は6兆5，107億円と前年度比1，325億円の増加（2．08％増）となっている。
⑤負債の3兆2，066億円のなかみは長期借入金の2，048億円の増加を中心として，7．17％の増とかなり
の増加となっている。
⑥資本剰余金は国有林野事業改善特別措置法第3条（改善計画の円滑な実施に必要なものとして制令
で定めたもの）の規定で一般会計から繰入れられたものおよび贈与固定資産から構成される。この金
額は前年度の4兆6，201億円から4兆6，624億円へ423億円増加している。
⑦以上の結果本年度損失は1，242億円であるが，自己資本の減少は819億円にとどまっている（第1表
参照）。
☆本学商学部教授
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第1表　貸借対照表の要旨（平成7年3月31日現在）
国有林野事業勘定 （単位：億円）
?
産　　の 部
?
債　　の 部．
科　　　目 平成6年度 平成5年度 前年度との差 科　　　目　一 ・平成6年度 平成5年度 前年度との差
流　動　資　産 772 1，175 △403流　動　負　債 1，727 1，629 98
現金預金等 440 739 △299未　払　金　等 459 507 △　48
未収金・延納金 174 233 △　59 短期借入金 1，090 998 92
棚　卸　資　産 158 203 △　45 その他の負債 177 124 53
固　定　資　産 64β35 62，607 1，728固　定　負　債 30，339 28，293 20046
土　　　　　　地 3β55 3，373 △　18 長期借入金 30，339 28，293 2，046
立　　木　　竹 58，148 56，426 1，722負　債　合　計 32，066 29，922 2，144
建物その他の資産 2，378 2，354 24
?
本　　の 部
出　資　金　等 454 454 0 固　定　資　本 175 175 0
資本余剰金 46，624 46，201 423
欠　　損　　金 △13，758△12，516△1，242
繰越欠損金 △12，516△11，450△1，066
本年度損失 △1，242△1，066△　　176
資本合計 33，041 33，860△　　819
資　産　合　計 65，107 63，ナ82 1，325 負債・資本合計 65，107 63，782 1，325
（注）　1．建物その他の資産の減価償却累計額12，192億円（平成5年度11，791億円）
　　2．金額は、それぞれの科目で四捨五入しているので合計額とは必ずしも一致しない。
　　　　林野庁「平成6年度における国有林野事業の決算概要について」
2　損益の状況
　収　益
①売上高
　林産物収入で占められている売上高は1，097億円で，前期の1，276億円に比べ179億円の減少（減収
率14．03％）となっている。これについて林野庁は「国有林野内に賦存する多様な資源の有効活用を
図りながら収入を確保するため，．木材だけでなく，緑化用立木，森林花木類，山菜・きのこ類，自然水
等についても積極的な販売に努めているところである」とのべている（平成6年度「国有林野事業の
改善の進捗状況」45ページ）。．
②林野等売払収入
　林野等売払収入は前年度の684億円から535億円へ149億円の減少（同，21．78％）で落込みは激し
い0
　1993年度と1994年度の林野・土地の売り払い等実績は次のようである。1993年度は4，023haの林地
が391億円で売却され，別に土地16haの売却代金278億円をくわえて669億円の収入（損益計算書では
684億円）が計上されている。94年度は4，294haの林地が386億円で売却され，別に土地27haを132億
円で売却し，合計518億円（損益計算書では535億円）が計上されているが，林地の売り払い面積は前
年度より271ha増えていながらその売却収入は5億円の減少となっており，土地の場合も売り払い面
積は11ha増加しながら，代金は146億円も減少している。
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◎　平成5年度林野・土地の売払い等実績
　　　　　（単位　面積：ha，金額：億円）
区分 林　　野 土　　地 計
面積 4，023 16 4，039
金額 391 278 669
◎　平成6年度林野・土地の売払い等実績
　　　　　（単位　面積：ha，金額：億円）
区分 林　　野 土　　地 計
面積 4，294 27 4，321
金額 386 132 518
林野庁「国有林野事業の改善の推進状況」1994・5年8月より
③雑収入
　雑収入は文字どおり，林産物，林野等売り払いにかかわる雑収入と推察されるが，この収益額は前
年度の126億円から120億円へ6億円減少している。
④一般会計より受入
　一般会計より受入は国有林野事業改善特別措置法第3条第2号及び第4条第3項の規定により一般
会計より受け入れに係わる収益の額である（注（1），（2）参照）。
　この収益額のうち森林保全等財源受入は176億円と前年度より14億円増加というきわめてわずかな
増加にとどめられている。利子財源受入は36億円と8億円増加し，合計額である一般会計受入額は
176億円でわずか14億円の増加となっている。
⑤治山勘定より受け入れは160億円と前年度より7億円増加しているが，同額だけ治山事業費として
支出され経営成績には中立的な項目である。
　以上で収益は2，088億円となり前年度の2，402億円に比べ314億円（13．07％）の収益減とかなり大幅
な減収となっている。
　　　　　第2表　損益計算書の要旨（平成6年4月1日から平成7年3月31日まで）
　国有林野事業勘定　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：億円）
1　　　　　　費　　　　　　　　　用 収　　　　　　　　　益
科　　　目 平成6年度 平成5年度 前年度との差 科　　　目 平成6年度 平成5年度 前年度との差
経　　　営　　　費
｡　山　事　業　費
齡ﾊ管理費及び販売費
ｸ　価　償　却　費
早@産　除　却　損
x　　払　　利　　子
G　　　　　　損
1，096
@160
U23
S84
@55
X03
@9
1，218
@153
U82
T20
@60
W31
@4
△122
@　7
｢　59
｢　36
｢　　5
@72
@　5
売　　上　　高
ﾑ野等売払収入
G　　収　　入
齡ﾊ会計より受入
@森林保全等財源受入
@利子財源受入
｡山勘定より受入
G　　　　　　益
1，097
T35
@120
@176
@36
@139
@160
@0
1，276
U84
@126
@162
@28
@134
@153
@0
△179
｢149
｢　　6
@14
@　8
@　5
@　7
@　0
小計 2，088 2，402 △314
本年度損失 1，242 LO66 176
合　　　計 3，330 3，468 △138 合　　　計 3，330 3，468 △138
（注）金額は、それぞれの科目で四捨五入しているので合計額とは必ずしも一致しない。
　　林野庁前掲報告
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　費　用
①経営費
　立木竹，苗木，製品，種子等の売上原価とその付帯費用である経営費は1994年度は前年度の1，218
億円から122億円減少して1，096億円となっているが，売上高にたいする経営費率は前年度の95．45％
から99．9％まで上昇し，まさに原価割れ寸前の状態となっている。
②治山事業費
　国有林野治山事業として整理された額であり，前述のように収益として計上されている治山勘定と
同額が費用として計上され，7億円の増加となっている。
③一般管理費及販売費
　この科目で業務管理費および販売費が計上される。金額は1993年度の682億円から623億円へ59億円
8．65％の減少となっている。これは売上高の減少の結果に加えて，事務の改善合理化等の推進のため
に「事務の簡素化，集中化，OA化等多様な観点から取り組みを行った」という林野当局の説明もあ
る（林野庁国有林野事業の改善の進捗状況」，1994年版26ページ）。
④減価償却費
　減価償却費の最大のものは林道等の償却資産の価値減少分であり，幹線林道の耐用年数は国有林野
の基本計画が15年を1期としているのにあわせて15年を耐用年数としている。減価償却費は484億円
で前期比36億円の減少となっている。L
⑤資産除却費
　この項目は「固定資産の全部または一部が減失したとき又はこれらを譲渡，撤去もしくは廃棄した
ときには，農林水産大臣の定めるところにより，その価値を削減する」（国有林野事業特別会計法施
行令第11条）という施行令にもとずいて計上されたものである。金額は前年度の60億円から55億円へ
5億円の減少となっている。
⑥支払利子
　経営費につぐ多額の費用となっているのが支払利子である。それは前年度の831億円から903億円へ
72億円，8．66％の増加となっている。収益側の利子財源受け入れ額139億円に比べてあまりに大きな
金額となっている。
⑦雑損
　雑損は前年度の4億円から9億円へ5億円増加している（以上第2表参照）。
　なお，1994年度の損益状況について林野庁は「平成6年度においては，全国で38営林署の統合・改
組，約2千5百人の要員縮減等の自主的な経営改善に努めたものの，損益は資源的制約等による売上
高の減少等や支払利子の増加が影響し，前年度より176億円増の1，242億円の損失（収益は2，088億円，
費用は3，330億円）を計上した。この損失については，法律の定めるところにより損失の繰延べとし
て整理した」（林野庁「平成6年度における国有林野事業の決算概要について」平成7年8月）とた
んたんとのべている。さらに国有林野事業の改善の推進状況においては，収入の確保の部分において
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「林産物収入については，木材価値の低迷等の原因により，前年度に比べ，176億円減の1，073億円に
とどまったが，自己収入の大半を占める林産物等収入の確保については，全職場を挙げて，つぎのよ
うな販売活動を展開している」（同，43ページ）と述べ，林産物の販売（木材の販売，国有林野に賦
存するその他の多様な資源の販売），森林空間の総合利用等の展開（ヒューマン・グリーンプラン等
の推進，分収育林等の推進），その他の努力をあげている。
　以上，1994年度の国有林野事業特別会計の内容をしめした。経営成績では収益面における売上高，
林野売払収入，雑収入の著しい減少は費用の圧縮を上回り，とくに巨額な利払いは増加を続け，一般
会計からの受け入れだけではこの費用をカヴァーできず，本年度損失は過去最大となっている。財政
状況では立木竹の増加はあるとはいえ，負債の増加は資産の増加を大きく上回り，これにたいする政
府の資本補助も十分でないままに，自己資本は減少を続けている。国有林野事業の会計内容は悪化の
一途をたどっているのである。
注
（1）　国有林野事業改善特別措置法第3条は次のようである。
　　　　（事業施設費等の一般会計からの繰入れ）
　　　第3条　政府は，改善期間において，次に掲げる経費の一部に相当する金額を，予算の定めるところ
　　により，一般会計から国有林野事業特別会計の国有林野事業勘定（以下「事業勘定」という。）に繰り
　　入れることができる。
　　　　一　国有林野（国有林野法（昭和26年法律第246号）第2条に規定する国有林野をいう。以下同
　　じ。）の管理経営上重要な林道の開設に要する経費その他の国有林野事業に係る事業施設費で，改善計
　　画の円滑な実施に必要なものとして政令で定めるもの
　　　　二　国有林野のうち森林法（昭和26年法律第249号）第25条第1項又は第2項の規定により保安林
　　として指定された森林その他の公益敵機能が高い森林における松くい虫の駆除又はそのまん延の防止，
　　標識の設置その他の森林保全に要する経費で改善計画の円滑な実施に必要なものとして政令で定めるも
　　の
（2）　また同第4条は次のようである。
　　　　（退職手当等に係る借入金等）
　　　第4条　事業勘定においては，国有林野事業特別会計法の規定による借入金のほか，改善期間におい
　　て，政令で定めるところにより，国有林野事業を行う国の経営する企業に勤務する一般職の国家公務員
　　が退職した場合に国家公務員等退職手当（昭和28年法律第182号）の規定に基づき支給する退職手当の
　　財源に充てるため，この勘定の負担において，借入金をすることができる。
　　　2　事業勘定においては，国有林野事業特別会計法の規定による借入金のほか，改善期間において，
　　国有林野事業の収支の改善に努めても，なお同法第5条第1項の規定による借入金で政令で定めるもの
　　の償還金の財源に不足を生ずると認められるときは，その財源に充てるため，この勘定の負担におい
　　て，借入金をすることができる。
　　　3　政府は，改善期間において，前2項の規定による借入金の利子の財源に充てるため，予算の定め
　　るところにより，一般会計から事業勘定に繰入金をすることができる。
　　　4　第1項及び第2項の勘定による借入金については，国有林野事業特別会計法第5条第1項の規定
　　による借入金とみなして，同法第5条第2項，第7条及び第8条の規定を適用する。
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ll　国有林野事業特別会計の破局への過程
ここでさかのぼって国有林野事業特別会計の破局への過程をみてみよう。
1　蓄積経理方式のもとでの会計内容
　林野庁「財政状況の推移」（林野庁「国有林野事業の改善の推進状況，参考2「平成6年度決算の
概要」83ページ）には1978年度から今日にいたる「財務状況の推移」が記載され，本稿末には付表と
して1939年度から1994年度までの国有林野事業特別会計の26年にわたる貸借対照表と損益計算書を掲
載している。特にさきに述べたように1973年度（昭和48年度）は立木資産の経理方式を従来のいわゆ
る蓄積経理方式から企業会計原則に準拠した「取得原価方式」に変更し，この変更にともない資産
再評価が実施された画期的な年度であり，この前後からの会計内容を検討する。
　林野庁監修の『国有林野事業特別会計　　経理規程の解説』（大成出版社，1990年）によれば1973
年度に先立つ国有林野事業の「財務状況」は次のように述べられている。
　「国有林会計は，昭和22年の制度発足以来，荒廃した森林の復旧に努めるとともに，増大する木材
需要に応えるため，奥地未開発林の開発を中心に多額の投資を行ってきた。国有林会計発足から昭和
．45年までの間に現金収支では，24年度，30年度及び37年度の3回にわたり赤字をだしたが，これを除
き，連年度相当額の剰余金を計上しており，また損益面で，29年度，34年度及び40年度の赤字を除
き，その他の年度はいずれも黒字に推移し，相当の損益積立金を累積してきたものである」（同，6
ページ）と。
　付表の最初の時期は1969年度であり，この年度は売上高は1，327億円で，伐採超過55億円，造林不
足2億円を費用に計上しているが，3億円の利益を計上している。そして，1970年度（昭和45年度）
は売上高は1，372億円と62億円，3．4％伸びたものの，経営費は900億円と64億円，7．6％の増加，販売
費及び一般管理費も328億円と44億円，15．5％と大幅増力［1，そして偉採超過も100億円と45億円，81．8
％も増加し，減価償却費など増加により，121億円の損失に転化している。この間の事情を林野庁監
修の前掲書は次のように述べている。
　「この間（昭和22年の制度発足から昭和45年度までと思われる一筆者）の収支状況をみると，木材
価格は，一般景気の動向や木材の需要状況を反映して数年おきに循環的な波動を繰り返しながら推移
してきており，材価の変動によって収支及び損益が大きく左右されていることが明瞭に看取される。
特に昭和41年度から43年度までの3年間は，40年度後半からの木材価格の異常な高騰に助けられて予
想外の利益と歳計余剰金を計上したが，その後の木材価格の動向は，需要の増大にもかかわらず，外
材輸入量の著しい増加と代替品の進出等によって頭打ちの傾向を招き収入の伸び悩みを示しており，
他方支出の約6割近くを占める賃金給与等の人件費は，経済の高度化に伴う労働力需給と賃金水準の
上昇を反映して急上昇を続けており，44年度の決算結果では，損益，収支とも急速に悪化し，かろう
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じて約3億たらずの利益，約14億円の剰余金を計上するにとどまり，昭和45年度には，121億円の損
失を計上することとなった」と（前掲書6ページ）。
　こうした状態は1971年度，1972年度も続いている。71年度は売上高は1，285億円と前年度の1，372億
円から87億円，6．3％減少しているが，伐採超過103億円，造林不足14億円（いずれも費用項目として
計上）という状況のなかで356億円という多額の年度損失を計上するのである。1972年度は田中内閣
の「列島改造ブーム」にさきがける年であり，日本の産業全体が売上高，利益ともに急増させている
時期である。主要産業の売上高は前期比13．7％，経常利益は前期のマイナス19．3％から，25．9％と大
幅増益となっている年度である（日本銀行調査統計局「主要企業経営分析」より）。
　1970年度の売上高は1，670億円と前年比385億円，30．0％と大幅に増加しているにもかかわらず，
43億円の年度損失となっている。これは経営費，販売費及び一般管理費というコストの増加に加え，
伐採超過107億円，造林不足64億円の費用計上が大きく影響しているのである。
　以上の結果，会計制度改定直前の1972年度末において，資産は1兆179億円で，うち立木竹は5，847
億円であった。他方，負債は経過的な負債54億円のみであり，自己資本8，681億円，利益剰余金403億
円（この年度の損失43億円を控除後の金額），調整勘定1，443億円（内減価償却引当金1，145億円，造
林調整勘定76億円，伐採調整勘定222億円）であった。この会計内容は一般の企業に比較して決して
悪いものではなかった。しかし，この会計制度はその翌年から現行の企業会計原則にもとつく発生主
義会計制度に変更されるのである。
2　蓄積経理のもつ欠陥
　いわゆる蓄積経理方式による会計計算は1972年度で廃止され，企業会計原則方式に変更された。過
伐を戒め，造林を薦め，結果として標準（法定）の森林を維持しようとする蓄積経理がなぜ廃止され
ねばならなかったのか。
　全林野労働組合は1992年1月「資産内容の充実を明らかにする決算方式」と題する研究を「森林資
産の正確な表現検討委員会」の名によって行い，その報告をこの組合の「調査時報」に掲載してい
る。この報告は発生主義会計を国有林野事業に適用することによって生じるいろいろな欠陥を是正す
る目的のものであるが，その多くの紙面を蓄積経理とその欠陥についての説明にさいている。
　この会計方法が恒常有高法にもとづき，森林の自然成長に等しい標準量の伐採をおこない，必要造
林量に等しい造林を行えば立木資産は恒常的に維持できるとするものであるが，この報告は「しか
し，現実には森林蓄積の構成内容は変化していく。したがって量的には変化がない場合であっても，
価値的には立木資産に変化が生じることになるのである。恒常在高法に立脚した蓄積経理方式の下で
は立木資産に生じる価値的変化は無視され，基本的には立木資産価値は一定不変であるとしている。
その意味では立木資産内容の開示は，不十分といえるのである。不十分というより，資産内容の開示
にはほとんど関心がないといってもよいであろう」（前掲報告書15ページ）と。要するに恒常有高の
内容はブラック・ボックスのなかに入っていて明らかにならないというのである。この森林有高の中
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味は自然的にも，人工的にも変化していくが，それが無視されている，というのである。
　第2の欠陥は標準伐採量の標準の設定の難しさと，政策性の問題である。この報告は標準伐採量が
成長量をかなり上回って設定されたことをあげる。「すなわち生産力増強計画に基づく経営展開によ
って，標準伐採量は成長量をかなり上回ることになった。これは将来の成長量増大を見越して標準伐
採量を定める収穫規制方式（いわば将来の成長量の増大を先取りする方式といえる）に転換したから
である」（同）と述べるのである。
　これよりさき，1975年に野村進行氏は氏の晩年における，林業会計研究の総括ともいうべき「森林
経理考一主として国有林野経営規定を中心として」（林業経営研究所編，農林出版株式会社，1975年
3月刊）という著作をものにされているが，この巻末においてこの問題にふれておられる。氏はこの
標準伐採量と標準造林量の量定そのものに大きな問題がある，とされている。すなわち「経理規定で
は，第83条において，経営規程から算出される「標準年伐採量」および「標準造林量」と，その年度
における実際の伐採量と年造林量とを比較対照して，損益計算書に反映せしめることとしているが，
本当をいえば，これらは枝葉末節のことであって，その以前にもっと重要な問題が潜んでいるのであ
る」と述べている（同，248ページ）。それはなにか，すこし長文であるが引用すればそれは次のよう
である。「というのは，経営規程自体が，『収穫の保続に支障のない限度において』という前提をもと
に，短期間に調製され，しかも多数の樹種を含んだ平均収穫予想表一このようなものは少なくとも，
わが国有林の現在の林相その他の関係から推して，仮に相当長期間調査研究したとしても，それは単
なる目安程度のものを提供してくれるのがせいぜいであって，到底標準量算定の基礎数値を与えてく
れるものとも思えない一というのは，科学的にはなはだ不確実であり，不確定因子を余りにも多く含
んだとしか思われないものの基礎として，将来の収穫保続なるものを想定し，その結果として現実林
の成長量の平均80％以上の過多のものを伐採標準量として編入し，しかも老齢貴重な材種を分期の初
期に伐採を予定し，その後に価値としては数分の一または数十分の一にも及ぼないものを植栽予定す
ることによって，収穫量の保続を期待しているような計画では，数量的に観察しただけでもはなはだ
しい資本侵食一以下資本という場合には購買力資本すなわち貨幣価値の変動を織り込んだ実質資本を
いう一がおこなわれ，これを資本の実質価値から見れば，その価値の侵食歩合はさらに数倍にも及ん
でいることであろう」（同，249ページ）と。ここには，わが国国有林における標準伐採量，標準造林
量の算定の困難さに加えて，過剰な標準伐採量を標準化していること，さらにこれに価額を付する場
合において，価格変動を織り込まなければ一層の資本侵食となることを懸念されるのである。
1973年度の経理規定改正とその後の制度の主たる変更
　1973年度（昭和48年度）から立木資産の経理方式は従来のいわゆる蓄積経理方式から企業会計原則
に準拠した「取得原価方式」に変更され，この変更にともない資産再評価が実施された。さらに利益
処分制度も変更され，利益積立金に組み入れられる率が同年度以降当分の間10分の8とされた（しか
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し，皮肉にもこの年度以降利益がでることなく今日に至っている）画期的な年度であった。しかし，
その後も収益の減少にともなう財務内容の悪化や社会状況の変化を反映して会計・財政制度の改定が
なされてきている。
　1973年度以後の会計内容に影響をあたえる会計・財政制度の主たる変更は林野庁監修の前掲書によ
れば次のようである。
①1976年度（昭和51年度）　国有林野事業特別会計の会計内容の悪化による不足する造林，林道構築
等に必要な投資資金に充てるために財投資金の借入れがはじまる。
②1978年度（昭和53年）　国有林野事業改善特別措置法が公布され「国有林野事業の改善に関する計
画」が策定され，この法律にもとづき，林業および林道事業に一般会計資金の導入が開始される。ま
た1978年度以降10年間を改善期間と定め，この期間中にあっては，毎会計年度に損益計算上の利益を
生じた場合，これをすべて利益積立金として整理することとし，利益の外部処分はおこなわれないこ
ととしている。さらに，1977年度末における特別積立金引当資金の使用残高は，改善期間において国
有林野事業に要する経費の財源に充てることとする。
③1983年度（昭和58年度）　造林投資に係わる借入金の利子（第一次利子に限る）の経理方法にっい
て，これまで費用として処理されていたものを，立木資産の価額に算入することに改正される。これ
により以前に比べ立木竹資産は過大に評価され，損失は過小とされることになる。
④1984年度（昭和59年度）　国有林野事業改善特別措置法の改正が行われ，新たな「国有林野事業の
改善に関する計画」が策定される。同法では改善期間を1984年度以降10年間とし，改善期間において
退職手当の借入金を行い，この借入金に係わる利子補給を一般会計より受入れることとなる。
⑤1987年度（昭和62年）　国有林野事業改善特別措置法の一部改正が行われ「国有林野事業の改善に
関する計画」が改定強化される。改正により，財投資金の借入れについては，事業施設費及び退職手
当の財源としての借入のほか，償還金の財源に充てるための借入れ（借り換え）を行うこととし，ま
た，一般会計からの繰入れについては，造林・林道整備等の事業施設費及び退職手当の借入金に係わ
る利子に対する繰入れを拡充するとともに，新たに借り換えに係わる利子及び保安林等の保全管理に
必要な経費についても繰入れを行うこととしている。
　企業会計原則方式を採用した経緯については，前掲の「調査時報」は①それが一般に行われている
会計処理の手続きとことなり難解であるという批判がとくに外部からなされていたこと，②「昭和40
年になされた中央森林審議会の答申において，一般に公正妥当とみとめられた会計手続きを選択適用
し，普遍性のある会計方法とするよう要請された」こと，③昭和47年に林政審議会が，国有林の造林
等の事業について長期借入金の借入れ等の所要の措置を講ずる必要があるとしたこと，④またこれと
の関連で長期借入金等による森林の造成過程を経理上明確にする必要があることも同時に示唆され，
蓄積経理方式を改めるよう言外に提案されたこと，をあげている（同，14ページ）。
　この報告書によると，長期借入金の受け入れの措置は国有林野事業の経営状況の悪化のなかで，改
善計画経営に取り組む「前段の幕をあけたものであり，財務状況を打開するための決め手としてすご
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ぶる重みを持ったものであった。それだけに，これと関連して答申のなかで示唆された『森林の造成
過程を経理上明確にする』ことの必要性は深刻に受けとめられたといえる」（同）と述べている。し
かし，この借入金の増加にともなって生じる多額の利子の発生と元本の返済および，償却資産の減価
償却費の増加が，国有林野事業特別会計の内容を徹底的に悪化させる大きな原因となってしまうので
ある。
111林業会計悪化の原因
　これまで述べてきたように，業績悪化の原因は第1に，安価な外材の輸入により，国内産の木材販
売が不振で，林産物収入はほぼ継続的に減少していることからきている。1979年度（昭和54年度）2，
973億円と過去最高の額に達した「林産物収入」（実現主義による）が，とくに1990年度以後は年を追
うごとに急激に減少し，さきにみたようにこの収入は94年度1，097億円で前年度の1，276億円から179
億円，14％も減少したのである。
　こうした本来の収入の減少を補うために，林野・土地の売り払いが積極的に行なわれ，その収入は
「財務状況の推移」の表に示されているように，1970年代において100億円台であったが，1980年代に
なって大幅に増加し特に，1986年度（昭和61年度）から1989年度までは700億円を越す売却額（1986
年度は六本木の林野庁宿舎の売却があって1，174億円と過去最高の売却額）となっていた。しかし，
この収入は，バブル経済破綻の影響をうけて，94年度には340億円まで減少し，その後92年度は659億
円，93年度は684億円とやや増加しているが，直近の94年度は535億円と149億円の減少となっている。
林野・土地の売り払いのうち林野と土地の内訳は93・94年度については先に掲記したようであった。
この林野の売り払いと貸付は，森林資源を減少させることはいうまでもない。
　他方，治山勘定より受け入れは160億円，一般会計からは176億円とこれらの収入はわずかではある
が増えている（1994年度）が，抜本的なものではない。
　こうした状況のなかで，収入不足を埋めるために，借入金が増加している。1980年度末4，736億円
であった借入金は，94年度末には3兆1，339億円にまで増加し，この支払利子は903億円でこの年度の
損失1，242億円の72．7％に達してしまっているのである。さらにこれに加え減価償却費は484億円であ
り，これに資産除却費を含めた資本費は1，442億円となる。
　以上が，国有林野事業の独立採算制と発生主義会計にもとつく現行の会計内容である。この借入金
財政の悲惨な結果を予想した野村氏の次の言葉を引用してこの稿を閉じたい。「また，最近一実務か
ら離れているので，その内容はよく分からないが一造林費を費用と見なさないで投資と見なし，これ
を借入金でまかなおうという経理規程の改正を耳にするが，造林費は例えそれが林種転換の造林であ
っても，それはどこまでも費用（損費）であり，投資と見なすべきのものではない。というのは，造
林したものは，そのまま十分造林するものとは限らず，成林して林業生産に役立つかどうかの見境い
のつかないものを，資産として計上し，もしこれを借入金でまかなうとすれば，やがては借入金は雪
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だるま式に膨張して，鉄道会計と同様借金で首が回らなくなる程度が落ちではなかろうか。成算のな
い未来を担保にして借金はなすべきものではない。造林地は，生育して十分な閉鎖度を保ち，成林の
見込みが十分になってから，初めて資産に計上しても決して遅すぎることはない」（野村前掲書249－
250ページ）と。
　この悲惨な国有林野事業と国有林野事業特別会計の再建の方策については次稿に譲りたい。
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付表1－1　国有林野事業特別会計、貸借対照表（1） 資産の推移
（単位：億円）
借方 69年度　70年度　71年度72年度　73年度74年度75年度76年度　77年度　78年度79年度　80年度
流動資産 889　　948　　709878　1，802　1，776 1，1861，010　　796　　7401β15　1，625
現金預金 247　　351　　125176　　　573450 107 59　　　73　　　61118　　　188
特別積立金引当預金 71　　　95　　　87 0　　　0 192 150 48　　　　1　　　　1
歳入歳出外現金 1　　　　1　　　　1 2　　　　1 2 3 1　　　　0　　　　0 1　　　　1
未収金 34　　　29　　　3973　　　112 90 38 32　　　22　　　3085　　　158
延納金 376　　307　　284432　　　842707 511 421　　220　　139569　　　680
製品 31　　　38　　　3849　　　76 97 102 119　　114　　11537　　　184
仕掛品 11　　　14　　　15 14　　　37 38 42 54　　　59　　　6363　　　64
苗木および種子 87　　　100　　　109121　　　148179 214 255　　　287　　314327　　　333
用品 30　　　14　　　11 12　　　12 21 20 23　　　21　　　1717　　　17
固定資産 8，761　8，931　9，0719，257　28，495　28，964　29，694　48，677　49，196　19，78050，460　51，340
土地 496　　　512　　519565　2，4072，4152，4213，619　3，613　3，6133，608　3，618
立木竹 5，814　5，922　5，8935，847　21，974　22，215　22，535　37，55137，716　37，97938，301　38，770
建物 318　　331　　33737　　　654660 666 910　　911　　9009 1　　893
工作物 1，630　1，811　1，9952，120　3，0673，270　3，539　5，949　6，252　6，5596，914　7，309
船舶 1　　　1　　　0 0　　　　0 0 0 1　　　　1　　　　1 1　　　　1
機械器具 132　　　140　　　146152　　　156164 180 196　　　213　　229243　　　254
建設仮勘定 10　　　　9　　　　7 6　　　7 15 42 42　　　34　　　4335　　　38
出資金 69　　　112　　　161220　　　220220 305 407　　454　　454454　　　454
長期延納金 23　　　20　　　10 8　　　　7 5 5 4　　　　3　　　　2 4　　　　3
長期預金 105　　　　2　　　　2 2　　　　2
長期特別積立金引当預金 164　　　71　　　0
繰越欠損金 961　1，280
本年度損失 121　　35643 135 504　　906　　9913 9　　657
合計　　　　　　　　9，650　10，000　10，13610，179　30，297　30，4031，014　50，191　50，899　51，51253，055　54，902
81年度　82年度　83年度84年度　85年度　86年度87年度　88年度89年度90年度91年度　92年度　93年度94年度
1，100　　926　　958972　　820　1，178、258　1，3551，4981，258 890　　741，175　　772
132　　168　　307
@　0　　　　0　　　　1
317　　　228　　375
@　1　　　　0　　　　4
438　　　504
@　2　　　　0
505 494
@　0
381　　317
@　0　　　0
@　0　　　　0
739　　　440
43　　　31　　　28
R61　　175　　103
35　　　30　　113
P 3　　121　　272
184　　　223
Q39　　　257
?｛ 193
Q65
68　　　74
P95　　　135
111｝・74
152　　　135　　　116107　　　107　　　110111　　120 118 84　　　67 58
62　　　58　　　5753　　　44　　　4045　　　35 28 23　　　15 9　　　158
334　　348　　33413　　279　　　2532 1　　206 151 133　　129125
16　　　11 12　　　12　　　11 10　　　10 9 8　　　　5 4　　　　10
52，401　　53，598　　55，3237 141　　58，974　　60，8832 759　64，68466，61168，53070，472　72，36874，398　76，527
3，621　3，591　3，5633，540　3，511　3，4863，453　3，4493，4283，4093，395　3，3883，313　3，355
39，342　　40，062　　41，3312 718　　44，168　　45，6537 149　68，67750，18751，71653，282　54，796　56，426　58，148
884　　866　　8438 1　　814　　804806　　　798　 796 804　　819809
7，787　8，269　8，7789，265　9，721　10，17710，604　11，02411，47011，90012，297　12，666　13，080
1　　　　1　　　　1 1　　　0　　　0 0　　　0 0 0　　　　0 0　14，570
266　　273　　273269　　262　　254251　　242 222 223　　202196
44　　　80　　　7963　　　43　　　5441　　　39 33 36　　　41 60
454　　454　　454454　　454　　454454　　454 454 454　　　454454　　　454
2　　　　2　　　　1 1　　　0　　　0 0　　　　0 0 0　　　　0 0　　　　0
1，937　3，409　4，4695，168　6，036　6，8226，981　7，5238，0588，4949，123　10，391　11，450　12，516
1，472　1，060　　699868　　　786　　　159542　　　535436 719 1，177　1，0601，066　1，242
56，910　　58，992　　61，4494 1 8　　66，616　　69，04171 540　74，09776，60379，00181，753　84，558　88，089　91，057
1．表6－1、2、3は「林業統計要覧」より作成。億円未満を4捨5入したため、総数と内訳の計とは必ずしも一致しない。
2．償却資産は取得価額で表示（固定資産合計も同様）
3．この付表の作成は明治大学野中郁江講師（兼任）の協力によっている。
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付表1－2　国有林野事業特別会計、貸借対照表（2）一負債、資本の部
（単位：億円）
貸方 69年度70年度71年度72年度73年度74年度75年度　76年度77年度　78年度79年度80年度
借入資本 38 53 52 54 58 79 94　　　5491，363　2，4043，4834，801
流動負債 149 132　　　177 88 121
未払金 37 52 51 52 57 77 91　　　148 132　　　177 76 65
預り保証金 1 1 1 2 1 2 3　　　　1 0　　　0 1 1
短期借入金 11 56
前受収益
その他の流動負債
固定負債 400 1，230　2，2273，3964，680
長期借入金 400 1，230　2，2273，3964，680
自己資本 8，6578，9788，8718，68127，35928，33828，579　45，54745，075　44，26544，33244，449
固有資本（固定資本） 175 175 175 175 175 175 175　　　175175　　　175175 175
〈資本剰余金〉 7，4757，8217，8668，06026，78026，80126，828　43，93143，963　44，06044，15844，274
再評価剰余金 5，8875，8875，8875，88726，69926，7126，732　43，82443，845　43，89243，90943，940
蓄積検討差額 1，0081，3171，2951，326
林野売払代差額 504 540 606 766
一般会計受入金 48 128 213
贈与剰余金 77 77 78 80 82 89 96　　　107 118　　　120120 121
〈利益剰余金〉 1，007 982 830 446 403 1，3621，576　1，441937　　　31
利益積立金 772 816 744 446 403 1，1701，426　1，394937　　　30
特別積立金 235 166 87 0 0 192 150　　　48 1　　　　1
調整勘定 953 969 1，2121，4431，9212，1102，341　4，0954，461　4，8425，2395，652
減価償却引当金傑計額） 743 864 1，0041，1451，9212，1102，341　4，0954，461　4，8425，2395，652
造林調整勘定 22 5 17 76
伐採調整勘定 188 100 192 222
本年度利益 3 959 214
合計 9，65010，00010，13610，17930，29730，7403LO14　50，19150，899　51，51253，0554，902
81年度82年度83年度84年度85年度86年度87年度88年度89年度90年度91年度92年度 93年度 94年度
6，2387，7629，63211，73913，63415，43817，33819，28521，16422，96025，09527，21129，922 32，066
284 323 442 709 864 1，105 11611，2601，2931，3181，344 1，428 1，629 1，727
158 108 123 276 264 259 310 353 370 376 385 396 507 459
0 0 1 1 0 4 2 0 2 0 0 0 0 0
126 215 318 431 580 718 804 0850 855 869 879 947 998 1，090
1 20 35幽 45 56 66 73 79 85 90 177
5，9547，4389，19111，03012，77014，42216，17618，02619，87121，6423，75125，78328，293 30，339
5，9547，4389，19111，03012，70014，42216，17618，02619，87121，6423，75125，78328，293 30，339
44，57944，68144，80244，90745，01545，12345，23345，3645，48845，61045，77346，00646，376 46，800
175 175 175 175 175 175 175 175 175 175 175 175 175 175
44，4044，50644，62744，73244，84044，94844，05845，18945，31345，43545，59845，83046，201 46，624
43，98143，99744，0244，03244，0444，05344，06044，07944，08044，08044，08544，09144，112
300 387 479 577 672 771 874 986 1，1091，2311，3881，614 1，962
122 122 123 123 123 124 124 124 125 125 125 125 127
6，0936，549
6，0936，5497，0157，5027，9678，4818，9699，4479，95110，4310，88511，342 11，791 12，192
56，91058，99261，44964，14866，6169，04171，54074，0976，60379，00181，75384，55888，089 91，058
＊1973年度、1976年度　資産再評価実施。
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付表1－3　国有林野事業特別会計（損益計算書）
（単位：億円）
損失 69年度70年度 71年度　72年度73年度74年度75年度76年度77年度78年度79年度80年度
経営費（経常費） 838 900 966 983 1，0301，2501，4641，7621，9351，9291，8621，872
治山事業費 76 89 100 65 71 79 82 93 112 103 114 120
一般管理費および販売費 284 328 361 402 461 583 646 720 762 796 780
減価償却費 114 131 146 152 205 219 272 435 443 455 471 491
造林不足 2 5 14 64
伐採超過 55 100 103 107
資産除却費 44 46 35 41 80 106 134 208 241 236 246 245
支払利息 0 1 26 76 139 203 269
雑損 8 4 6 8 5 5 2 3 5 4 3 5
本年度利益 3 959 214
合計 1，4281，604 1，732 1，821 2，8112，4562，6013，2483，5733，6626，6803，828
81年度82年度83年度84年度85年度86年度87年度88年度89年度90年度91年度92年度 93年度 94年度
1，966 1，838 1，8101，7651，6381，5771，551 1，5191，455 1，435
???，
1，325 1，218 1，096
161 110 87 95 98層 99 109 110 ll7 123 135 142 153 160
818 601 597 715 709 681 777 824 802 841 817 781 682 623
512 530 547 564 547 549 551 535 529 515 503 486 520 484
217 307 106 95 77 62 81 62 65 55 51 43 60 55
383 515 203 243 304 353 367 415 469 544 643 747 831 903
5 5 15 9 13 8 10 10 8 3 3 2 4 3
4，063 3，9063，3653，4853，3863，3303，4463，4753，4463，5163，5973，525 3，468 3，330
利益 69年度70年度71年度72年度 73年度　74年度75年度　76年度77年度　78年度79年度80年度
売上高 1，327L3721，285 1，6702，620　2，2372，189　2，420，285　2，2682，9732，756
雑収入 65 60 53 57 113　　　126168　　172224　　241225 239
一般会計より受入
治山勘定より受入 4 5 6 6 28　　　43 44　　　50 55　　　59 59 ㌦　66
減価償却引当金繰戻 28 31 26 28 49　　　50 61　　　101 103　　101103 109
雑益 4 14 7 17 1　　　　1 5　　　　1 1　　　　2 1 1
本年度損失 121 356 43 135　　504906　　991319 657
合計 1，4281，6041，732 1，8212，811　2，4562，601　3，2483，573　3，6623，6803，828
81年度82年度83年度84年度85年度86年度87年度88年度89年度90年度91年度92年度 93年度 94年度
2，223 2，2682，1512，0781，9781，809L9511，961 2，0331，8521，7231，406 1，276 1，097
196 357 434 443 520 L247 818 831 807 641 340 659 684 535
108 111 120 126 120
87 11 16 28 38 54 73 111 138 162 176
70 76 79 1 88 96 102 104 113 122 135 142 153 160
100 145
2 1 1 8 2 3 4 5 4 1 0 1 0 0
L472ユ，060 699 868 786 159 542 535 436 719 1，1771，060 1，066 1，242
4，063 3，9063，3653，4853，3863，3303，4463，4753，4463，5163，5973，525 3，468 3，330
＊73年度より立木資産の経理方式を「蓄積経理方式」から企業会計原則に準拠した「取得原価主義」に変更している。
（やまぐち　たかし）
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